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燃料電池／水素利用　技術開発戦略（１／２）

実用化・普及に向けたシナリオ

技術開発における役割分担

基盤整備・技術実証段階
・実用化・普及に向けて
　制度面及び技術開発面
　での基盤整備
・主要技術の実証

導入段階
・実用者、実用品の導
　入とその加速化
・一層の性能向上、低
　コスト化の推進
・燃料供給体制の段階
　的整備を含む普及に
　向けた環境整備

普及段階
・本格的な普及
・燃料供給体制の一
　定程度整備
・量産効果による価
　格低下
・市場の自立的拡大、
　進展

【導入目標】
燃料電池自動車
・２０１０年　約５万台
・２０２０年　約５百万台

定置用燃料電池
・２０１０年　約２．１百万ｋＷ
・２０２０年　約１０百万ｋＷ

現　在 ２００５年頃 ２０１０年頃 ２０２０年頃

○①実用化・商品化に向けた技術開発、②企業が戦
　略的に選択した技術開発について、基本的に各企
　業の研究資金を用いて、各企業が自らが実施する
　とともに、大学・産総研等の機能も活用
○国からの委託による技術開発の実施
○技術開発支援に対するニーズの発信

○国の資金による基礎研究の実施
　①技術シーズの探索、②燃料電池の基礎原理や劣
　化機構の解明・素材特性のデータベース作成など
○民間企業の資金による研究活動の実施
○自らも企業化の努力を実施

○燃料電池技術開発の冠する政策の企画・立案
○①共通基盤技術開発、リスクの高い技術開発など燃料電池の基礎的技術開発、②制度面の普及基盤整備に必要な技
　術開発などについて、個々の産業の現状、海外技術との格差、燃料電池技術全体の中での重要度、各主体の役割等
　を踏まえ、民間企業への委託・補助や大学・産総研への競争的研究資金の供給などによる支援を実施

※経済産業省、燃料電池実用化戦略研究会事務局資料より

大学・産総研等の役割民間企業の役割

国の役割

１



燃料電池自動車の導入目標

燃料電池／水素利用　技術開発戦略（１／２）

定置用燃料電池の導入目標

出典：燃料電池実用化戦略研究会報告
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　アイスランディック・ニューエナジー社（合弁会社）

ヴィストオルカ社 ダイムラー・クライスラー社 ノルスク・ハイドロ社 シェル・ハイドロジェン社

（第５段階）水素をエネルギー媒体としてＥＵ諸国ほか他国への輸出体制の確立　

（第４段階）主要産業である漁業・漁船の動力源への応用　

（第３段階）燃料電池搭載自動車（マイカー）の導入　

（第２段階）レイキャビク市全てのバス（可能であれば他地域含）を燃料電池化　

（第１段階）レイキャビク市営バスを水素燃料電池バスとして実証
　　　　　　・当面、２００２年まで３台路上試験走行
　　　　　　・肥料工場をバス用燃料供給スタンドとして活用

２　アイスランド水素エネルギー構想

推　 進

（出　　資）

１　アイスランド共和国

・２００３年までに首都に燃料電池バスを導入
・２０３０～４０年に全交通機関を水素燃料に転換

①　北大西洋北部にある島国で人口２６万人余りの小国
②　水力・地熱等再生可能エネルギー資源が豊富に賦存
③　レイキャビク肥料工場で電解法による水素生産（年間２，０００トン）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　→　肥料用アンモニアの製造

水 素 経 済 国 家 の 構 築

Ｉｃｅｌａｎｄ

アイスランドにおける取組み

官民出資
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勇払天然ガス田

○苫小牧勇払ガス田は、石油資源開発株
　式会社（ＪＡＰＥＸ）により開発・採
　掘されている道内初の本格的ガス田で
　あり、埋蔵量が豊富である。

○パイプラインにより札幌圏へ供給され、
　一般家庭用に使用されている。

・ガス田の発見年 　１９８９年２月

・商業生産開始　　　１９９６年３月

・１日あたり生産量　２５６,１００ｍ３（２０００年）

・推定埋蔵量　　　　１００～１２０億ｍ３

１４





天然ガスパイプライン（２／２）

北東における天然ガスパイプライン構想

Surgut

Tomsk

Urumqi

West Siberia

Irkutsk

Yakutsk

North Sakhalin

Changchun

Khabarovsk

Chita

Tarim

Central Asia

Natural Gas Field

                  Planned Pipeline Routes

                  Possible Pipeline Routes

                  Gas Flow 

Xi’an
Rizhao

Niigata

Ordos

○北東アジアの天然ガスパイプライン構想は、下記の３ルートより構成。
　　①ロシア・中国・韓国・日本を結ぶトランス・アジア天然ガスパイプライン
　　②サハリンから北海道を通って本州へ至るサハリン天然ガスパイプライン
　　③日本国内を縦断する国土幹線パイプライン
○各地域に存在するガス田と需要地を結ぶループが構成され、安定した天然ガス供給の確保が可能。

出典：アジアパイプライン研究会資料
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バイオマス資源

道内支庁別業種別有機廃棄物排出量 単位：千 ｔ／ 年

食料品 飲料・飼料 木材 パルプ・紙
石狩 485 0 448 49 37 200 1,219
渡島 750 17 283 26 37 11 1,123
檜山 189 1 12 0 11 － 213
後志 359 4 155 10 21 46 594
空知 318 － 81 2 70 29 501
上川 1,211 － 130 4 93 176 1,613
留萌 560 1 86 0 11 － 658
宗谷 1,128 15 129 0 5 0 1,278
網走 2,771 20 322 2 107 0 3,222
胆振 650 4 96 10 60 785 1,604
日高 621 2 35 － 34 － 693
十勝 5,247 1 288 7 55 23 5,620
釧路 2,359 8 235 9 50 394 3,055
根室 3,039 9 190 1 10 － 3,250
計 19,688 81 2,489 119 601 1,664 24,642

計農業 漁業 製造業

出典：北海道「北海道産業廃棄物実態調査」（1998年）
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北海道のエネルギー消費量（家庭用）
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※住環境計画研究所「家庭用エネルギー統計年報」
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新エネルギーへの取組み

○「今後の新エネルギー対策のあり方について」（総合資源エネルギー調査会新エネルギー部会、平成１３年６月）
　・エネルギーの安定供給の確保、地球温暖化対策などの環境問題への対応などを考慮すれば、今後、新エネルギー
　　の導入を拡大することが期待。
　・新エネルギーの潜在性、今後の技術進歩の可能性、経済性向上の期待等を踏まえれば、長期的な将来において　
　　新エネルギーが我が国のエネルギー源の一翼を担うことを目指して意欲的に取り組むことが重要。
　・２０１０年度における導入目標量は、より長期的な導入拡大に向けての通過点と考えるべきもの。

－－67－－－－　　バイオマス熱利用

約6.0億
程度

約6.2億約5.9億一次エネルギー総供給

約3倍－1,910
(3%程度)

－878
(1.4%)

－693
(1.2%)

新エネルギー供給計
(一次ｴﾈﾙｷﾞｰ総供給/構成比)

約1.1倍－494－479－457　　黒液・廃材等（※１）

約3倍－14－4.4－4.4　　廃棄物熱利用

約14倍－58－9.3－4.1　　未利用エネルギー
　　（雪氷冷熱を含む）

約4倍－439－72－98　　太陽熱利用

熱利用分野

約6倍333416138.05.4　　バイオマス発電

約5倍41755217520890115　　廃棄物発電

約38倍30013478328.33.5　　風力発電

約23倍4821182546220.95.3　　太陽光発電

発電分野

(万kW)(万kl)(万kW)(万kl)(万kW)(万kl)

設備容量原油換算設備容量原油換算設備容量原油換算

目標ケース現行対策維持ケース 2010
／1999

２０１０年度見通し／目標１９９９年度実績

６０２程度６２２５９３一次エネルギー総供給

約１．４倍４０
（７％程度）

３０
（４．８％）

２９
（４．９％）

再生可能エネルギー供給計
（一次ｴﾈﾙｷﾞｰ総供給／構成比)

約１倍１１１地熱

約１倍２０２０２１水力（一般水力）

約２．７倍１９９７新エネルギー供給計

目標ケース現行対策
維持ケース

２０１０
／１９９９

２０１０年度見通し／目標１９９９年度
実績

約１８３倍２２０万ｋW４万ｋW１．２万ｋW燃料電池

約３．１倍４６４万ｋW３４４万ｋW１５２万ｋW天然ガスコージェネレーション
（※２）

約５３．５倍３４８万台８９万台６．５万台クリーンエネルギー自動車
（※１）

目標ケース現行対策
維持ケース

２０１０
／１９９９

２０１０年度見通し／目標１９９９年度
実績

①供給サイドの新エネルギー

（※１）バイオマスの一つとして整理されるものであり、発電として利用される分を一部含む
出典：総合資源エネルギー調査会新エネルギー部会報告書（平成１３年６月）

（※１）需要サイドの新エネルギーである電気自動車、燃料電池自動車、天然ガス
　　　　自動車、メタノール自動車、更にディーゼル代替LPガス自動車を含む。
（※２）燃料電池によるものを含む。
出典：総合資源エネルギー調査会新エネルギー部会報告書（平成１３年６月）

②再生可能エネルギー

③需要サイドの新エネルギー

国の取組み
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北海道の取組み

注１．上記以外のバイオマス、水温度差エネルギー、海洋、下水汚泥・し尿汚泥利用および排熱については、量的把握が困難なた
　　　め、数値を算定していない。
　２．Ｋｌ表示は原油換算値である。
　３．廃棄物発電には、産業廃棄物用の発電を計上していない。
　４．コージェネレーションの原油換算値は、発電量の数値であり、熱量は計上していない。
　５．クリーンエネルギー自動車の原油換算値は、国の「新エネルギー導入大綱」等の導入目標の前提となっている台数と原油換
　　　算値を参考として資産したものである。

４．８％１．９％一次エネルギー総供給に占める割合

約１５６万ｋｌ約５１万ｋｌ合計（供給サイド＋需要サイド）

１０．７万台０．００５万台クリーンエネルギー自動車

４８．４万ｋＷ１８．７万ｋＷコージェネレーション

〔参考／需要サイド〕

３，２１７万ｋｌ２，６４０万ｋｌ一次エネルギー総供給

２．７％１．２％一次エネルギー総供給に占める割合

約８７万ｋｌ約３１万ｋｌ計

１．５万ｋＷ０．０２万ｋＷ燃料電池

１８．２万ｔ２．７万ｔ廃棄物燃料製造

１４．０万ｋＷ２．０万ｋＷ廃棄物発電

１００．０万ｔ０．４万ｔ雪　　　氷

５．４万ｋｌ４．２万ｋｌ熱水利用

５．０万ｋＷ５．０万ｋＷ地熱発電

１５．５万ｋＷ１３．９万ｋＷ中小水力

４．１万ｋＷ０．１３万ｋＷ風　　　力

２４．８万ｋｌ１．６万ｋｌ太　陽　熱

１６．１万ｋＷ０．０３万ｋＷ太　陽　光

〔供給サイド〕

努力目標（２０１０年度）実績（１９９５年度）区分

○「北海道新エネルギー・ローカルエネルギービジョン」（北海道、平成１０年２月策定）
　　エネルギー需給面からの取り組みとして、環境負荷の小さい新エネルギー・ローカルエネルギーの開発導入に積　極的に取り組み、
　エネルギーの自給率を高め、その安定的な確保を図るとともに、地球環境の保全に寄与する事を　目的に策定。

出典：北海道新エネルギー・ローカルエネルギービジョン
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水素生成過程における技術開発

生ゴミ分解・水素生成　〔A〕 ・電制（電子制御機器メーカー、札幌市）
・白アリ菌を利用して農林水産業や生ゴミなどの廃棄物を分解し、水素生成
・水素の生成時間が短い（一般的なメタン醗酵の1/2～1/3の時間で分解）
・プラントの小型化が可能で、初期投資が少ない

塩害のない融雪剤の開発〔B〕 ・アール・アンド・イー（産業廃棄物処理、登別市）
・廃棄物を利用した塩害のない融雪剤（有機酸カルシウム）の生成
・ホタテの貝殻など廃棄物の活用により、コストダウンが可能
　※空港などでは機体保護のため石油などから生成した有機酸カルシウム（塩化　
　カルシウムの数倍～数十倍）を利用白アリ菌を利用した廃棄物分解、水素生成

農業系廃棄物
　・ジャガイモ、青物野菜など
水産系廃棄物
　・ほたてのうろなど
畜産系廃棄物
　・家畜の内臓など
産業系廃棄物
　・パルプ廃材など

白アリ菌

による分解

水　素

有機酸

(酢酸等)

塩害のない融雪剤

(有機酸カルシウム)

燃料電池のエネルギー源

ホタテ貝殻

水素生成技術と融雪剤開発技術の異なる技術の統合

〔Ａ〕

〔Ｂ〕
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環境問題への対応

・産業教育施設（バイオ実習室）整備

・青少年の野外教育推進事業【現状と課題】

自然とのふれあいの場づくりや人材育成推進等の

必要性

【施策の方向】

・自然公園などのすぐれた自然の保全

・自然を適正に利用するための施設の整備と自然

　体験の条件づくりの推進

北海道における環境教育

平成１３年度「北海道の教育施策」

（北海道教育委員会）

○こども環境会議（北方圏フォーラム主催）

・２００１年１２月２日～５日

カナダ・エドモントン市で開催

・世界６カ国７地域から、こども１９名が参加

（うち北海道から中学生２名）

・参加者の討論の後、「こども環境宣言」を策定

※北方圏フォーラム

　北方圏諸国の自治体等で構成される国際ＮＧＯ

　加盟地域：１０カ国２３地域（２００１年５月現在）

北海道環境基本条例（1996年8月制定）

北海道環境基本計画（1998年10月策定）
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ロシア交流に関する北海道の取組み

「北海道とロシア連邦極東地域との経済協力プログラム」
　経済分野の交流拡大、関係強化を推進（1997.9改訂）
【主な内容】
・貿易・投資活動の活発化　　　　　　　　　　　　　　
　　（税、金融等経済諸制度の協議、経営指導者研修受入）
・サハリン大陸棚開発プロジェクトの促進　　　　　　　
　　（「サハリンプロジェクト北海道協議会」設置）　　
・交通アクセス拡充
　　（航空路、航路の整備）

経済交流

文化交流

文化交流史研究　　　　　；共同研究事業　等
日本語教育・ロシア語教育；教員派遣　等
スポーツ交流　　　　　　；北海道・極東地区親善スポー
　　　　　　　　　　　　　ツ大会（年1回、8日間程度）

北方四島交流

1992年度より毎年６～８回訪問、４～６回受入（北海道分）
　訪問；各島訪問
　　　　交流会、ホームステイ、墓地訪問　等
　受入；道東中心
　　　　専門分野視察、日本語等講習会、ホームステイ等

その他（医療・行政等）

・北海道・ロシア極東医療交流(コースチャ基金)
　　ロシア人コンスタンチン君治療のために全国から寄せ
　　られた義援金を元に医療基金を設立。ロシア極東と医
　　療交流を行う。

・道議会とサハリン州議会の相互交流
　　1992年度より議員交流
　　　（1998年度からは両議会議長が隔年で相互訪問）　
　　「北海道議会とサハリン州議会の協力に関する協定」
　　　調印（2000.5）

・宗谷支庁サハリン交流推進事業
　　「宗谷地域等サハリン交流推進会議」設立（1997.5）
　　地域紹介、語学講座等

・北海道サハリン事務所開設(2001.1) 
　在ユジノ・サハリンスク日本国総領事館開設(同) 

北海道とサハリン州との「友好・経済協力に関する提携」

1998.11標記議定書調印
【主な内容】
・友好分野
　　行政レベルの交流
　　共同研究　　　　　　　　　
　　文化・スポーツ交流
・経済協力分野
　　石油・天然ガス開発プロジェクト
　　海洋資源の合理的活用
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北海道における除雪費の推移
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除雪費とは、下記事項に係る経費の合計である。
・道路除雪
・ロードヒーティング、融雪溝等の融雪設備の維持管理
・防雪柵の維持管理
・除雪機械の維持管理
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